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1．はじめに
　一般にスウェーデンの会計法（Bokf6ringslagen／Arsredovisningslagen）は，最初の1929
年法より1976年改正法及び1999年改正法をも含めて，この国の企業会計を制度的に規制する
「いわゆる枠組法」（en　sa　kallad　ramlag）（’）であるといわれる。会計法が「いわゆる枠組法」
と呼ばれる由縁は，それが，1929年法から1999年法に至るまで，「発生する記帳上の諸問題
（uppkommande　bokf6ringsfrAgor）の具体的な解決が問題となる場合，記帳義務（bokf6－
ringsskyldigheten）は，良き会計慣習（god　redovisningssed）に合致するように遂行される
べきであること」を首尾一貫して指示してきている点に求められるといわれる②。「良き会計慣
習」への準拠という問題は，例えば，1929年法の場合§3に（3），1976年法の場合§2（4）に規定さ
れていたが，1999年会計法は，この問題について新たな一章（Kap　8　Utvecklandet　av　god
redovisnigssed）を設けた（5）。1999年会計法は，時代の要請に応じた諸問題をそこに盛込みなが
ら，1929年法を形式的にも内容的にも著しく整備・拡大・体系化したが，少なくても「良き会
計慣習」との一致という問題との関連で「決算（bokslut）或いはその内容特に期間的な評価或
いは評価諸原則をめぐる実質的な諸規定については，各旧法との相違という点では，如何なる相
（1）Westermark，　Christer，　Den　nya　bokf6ringslagen　m．　m．，　Norstedts　Juridik　AB，2000，　s．9．，　Edited　by
　Ohdelheid，　Dieter，　Transnational　Accounting　Transacc，1995，　VoL2．　Chap　26，　p．2377，（ramlagとい
　　うスウェーデン語は，一般には「枠組法」と和訳されるようであるが，本稿では会計法がこの国の法的
　制度会計に占める意義を考慮して敢えて「基本法」とする方が良いかも知れない。）
（2）Westermark，　Christer，　ibid．，　s．9．
（3）Hemberg，　William　och　Oskar　Sil16n，　Bokf6ringslagen　av　den　31　maj　l929．　Med　f6rklarande
　anmarkningar，　f6rmular　och　sakregister，　Attonde　uppl．1970，　P．　A．　Norstedt＆S6ners　F6rlag，
　s．23．
（4）　Auktoriserade　Revisorers　Serviceaktiebolag，　Swedish　Accounting＆Auditing．　Laws，　standards
　and　practices，　Stockholm，1991，　p．23．
（5）Westermark，　Christer，　ibid．，　ss．245～258．
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違も含んでいない。」（6）
　本稿は，この国の「いわゆる枠組法」としての「会計法」の原点であった1929年会計法に立
ち返り，その制定の経緯と輪郭を概観することより出発して，そこでの「良き会計慣習」という
言葉の含意を明らかにし，それを前提に資産評価諸規定の概容を素描することを通じて，同法の
現代的な意義を明らかにしたい。
H．1929年会計法前史：債権者保護思考の台頭・形成
　「この国の企業経営に関する会計（den　f6retagsekonomiska　redovisningen）も長い歴史が
あり，……［その］発展の様々な段階で様々な会計目標（redovisningssyften）が前景に出て
きた。」（7）概して北欧諸国の教育・研究者によって執筆されたこの国の会計史をテーマとした包括
的な文献は少ないが，Axell　Grandellの「会計発展史」（Redovisnigens　utvecklingshistoria，
Lidk6ping，1972，）は，象形文字の時代よりコンピュータの利用が普及する現代までおよそ5000
年間にわたるこの国の会計の発展の概容を明らかにしているという点で，非常に貴重な資料であ
る。かれがこの「会計発展史」で指摘した問題の一つは，この国でも会計目標は，さしあたり企
業の清算・解散を前提として全体損益の算定，もう少し後の時代になると継続企業・期間計算を
前提として第一義的には一定時点における企業の経済状態の報告，更に後には企業の経営管理の
重要な用具として機能することを指向するということであった。
　会計目標として継続企業・期間計算を前提とする一定時点における企業の経済状態の報告を指
向するということは，「債権者（langivare）からの要求であった。債権者は，自己の資金を事業
活動のために自由に使用することを［企業の所有者或いは経営者に］委任した人々であった。か
れらは，自己の利害を守るために会計の発展を迫った。」（8）これは，今日，一般には会計における
債権者保護思考といわれている問題であるが，本稿で問題とする1929年会計法は，会計に関わ
る「いわゆる枠組法」として初めて債権者保護を会計目標として措定した成文法である。
　本節は，この国の債権者保護に対する法的整備の台頭より1929年会計法の制定に至る一連の
過程を概観する。
1．「1734年普通法における商法15章」の商業帳簿作成の規定
　1929年会計法が会計目標として措定する債権者保護思考の起源は，この国でもかなり古い時
代にまで遡ることができるが，1929年会計法はもとより1976年会計法及び1999年会計法の制
定過程でもしばしば引合いに出される商事立法は，この国の統一的な法典として制定された
「1734年スウェーデン王国普通法」（Sveriges　Rikes　Allmanna　Lag：略称．1734年普通法）の
（6）Westermark，　Christer，　ibid．，　s．9．
（7）Westermark，　Christer，　ibid．，　s．ll．
（8）Westermark，　Christer，　ibid．，　ss．11～12．
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部分法典として組込みされた商法15章における商業帳簿及び計算書類の作成義務を負う経済主
体の範囲と商業帳簿及び計算書類の作成に関する規定であった（9）。
　1734年普通法は，この国が，16世紀中葉のGustav　Vasaによる統一国家の形成以来，都市と
農村との分離という政策の下で施行されてきた地域別の都市法と地方法を統合し，統一国家とし
てのこの国の法典形成を目的として制定された⑩。この普通法は，文字通り統一的な一般法とし
て，商事を規定する商法（Handelsbalken）・刑法（Straffbalken）・訴訟法（Rattengangs－
balken）・強制執行法（Uts6kningsbalken）の他にも，婚姻法（Giftermalsbalken）・土地法
（Jordbalken）・建造物法（Byggnadsbalken）等を部分法典として包含していた（ID。
　1929年会計法との関連でこの普通法の部分法典としての商法15章について注目するべき点
は多々あるが，同会計法制定の主意に照らしてとりわけ重視するべき点として次の二点をあげた
いと思う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ブウ－ラ－グ　第一は，この商法15章は，断片的で簡略ではあるが，当時一般にbolagと呼ばれていた「経
済活動のための二人ないしは複数以上の人々による組織体」（且2）の形成と解散・その構成員の責任・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ブゥ－ラ－グこの法律の適用範囲の問題等に言及していたことである。この法律で定めるbolagは，後の研
究によれば，その構成員相互間の平等な関係及び連帯無限責任を前提とする「今日のスウェーデ
ンの企業の法律形態としての個人商店の前身（f6regangare　till　vara　enkla　bolag）及び合名会
社（handelsbolag）」（13）に関わるものであることが明らかとなっている。この商法の制定は，当
　　　　　　　ブゥ－ラ－グ時，ここにいうbolagの概念及びこの法律の適用範囲の問題をめぐって様々な法解釈論を惹起
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ブウ－ラ－グしたが，この商法以後制定された商事関連法が，この商法に規定されているbolagの概念とそ
の適用範囲の問題に直接言及することは比較的稀であった。それでもこの点に関して18世紀末
葉より19世紀末葉にわたり制定された商事関連法の中でも若干注目するべき法規をあげれば，
「1789年6月28日の各々の個人商店の責務に関する法令」（KungL　F6rordningen　av　den　28
Juni　17890m　skyldighet　f6r　hwart　och　ett　enskild　bolag）及び「1818年及び1830年の破産
法」（Konkurslagarna　af　1818　och　l830），直ぐ後にみる「1855年5月4日の商業帳簿及び計算
書類に関する法令」（Kungl．　F6rordningen　ang．　handelsb6cker　och　handelsrakningar　av　den
4Maj　1855：略称．1855年法令），更には「1887年7月31日の商法15章の付則条項に関する法
（9）　拙稿「スウェーデンにおける株式会社の発展一同国の近代会計関連法規定の生成の史的背景として一」
　（2）「明治大学短期大学紀要』第56号，1995年3月，232～234ページ。
（10）　Scott，　Franklin　D．，　Sweden．　The　Nation’s　History，　University　of　Minnesota　Press，　Minneapolis，
　　1977，p．245，　Gustafsson，　Leif（editor），　Business　Laws　in　the　Nordic　Countries　Legal　and　Tax　As－
　pects，　Norstedts　Juridisk，　Stockholm，1998，　pp．39～40．
（11）　拙稿「スウェーデンにおける株式会社の発展一同国の近代会計関連法規定の生成の史的背景として一」
　（1）「明治大学短期大学紀要』第56号，1995年3月，228ページ。
（12）　Glader，　Matz／Hakan　Bohman／Hskan　Boter／Ake　Gabrielsson，　F6retagsformer　i　teori　och　tillam－
　pning，　En　studie　rned　inriktning　pa　mindre　och　medelstora　f6retag，　Utredning　fram　status
　industriverk　SIND　1975：2，　Liber　F6rlag，　Stockholm，1975，　s．18．
（13）　Philipson，　Bernd，　Aktieibolagsratt　i　popular　framstallning　med　kommetar　till　1944　ars　lag，
　Svenska　Tryckeriaktitebolaget，　Stockholm，1974，　s．9．
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律」（Lag　ang．　tillagg　till　15　Kap　Handelsbalken　av　den　Juli　1887）などであった（14）。
　第二は，この商法15章は，商取引に関する諸帳簿が，商人が商取引に従事する場合契約及び
誓約を遵守し，真実な商取引を遂行したということを証明する完全な信愚・証拠書類として機能
するべきであると規定していたことである（15）。その後政府の定めた「1773年8月26日破産に関
する法令」（Kungl．　F6rordningen　av　den　26　Augusti　om　konkurs）は，破産債務者による虚
偽の商業帳簿と虚偽の計算書類の作成に対する罰則規定を設けた。更にこの罰則規定は，既述の
「1818年7月13日の破産法」でも検討された。とはいえそれは，商業帳簿の作成を債権者保護・
詐欺破産の阻止というような問題との関連で，商人或いは一定の経済主体に対して法的に義務付
けるということはなく，破産法上のこの種の罰則規定は，「1866年破産法」（Konkurslag　af
1866）まで侯たなければならなかった。この法律は，商人という概念を記帳義務の問題と関連づ
けた。この点で次にみる「1855年5月4日の商業帳簿及び計算書類に関する法令」は，商人或
いは事業家に対して初めて商業帳簿の作成を義務づけ，「売買取引上の諸帳簿が，場合によって
は完全な証拠物件（fullt　bevis）として妥当するということを規定していた」（且6）という点で，後
のスウェーデンの会計関連法規の形成にとって画期的なことであった。
　何れにせよ1734年普通法の部分法典としての商法15章は，企業に対する資本提供者としての
債権者と受託者との責任関係とりわけ会計責任の設定と解除に関する問題を初めて法的に問題に
した。このことは，今日いういわゆる受託責任を中心とする企業会計の基本的な枠組みの形成と
りわけ法的制度会計のそれの始点であった。「会計の中核は，責任関係である。……そのような
責任関係は，契約或いは法律によって確定される。……そのような会計責任が有意味であるため
には，多数の条件が充足されなければならないが，［とりわけコ①責任範囲の限定，②誰が誰に
対して責任を負うか，③如何にして会計責任が充足されるべきかを決定しなければならない。」⑰
この点で1734年普通法の部分法典としての商法15章の規定の持つ意味に留意したいと思う。
2．「1855年5月4日の商業帳簿及び計算書類に関する法令」
　1929年会計法を貫く会計目標として措定されている債権者保護思考は，1734年普通法の部分
法典としての商法15章の商業帳簿の作成に関する規定の後，上記のような様々の法規の制定を
伴いながら，やがて「1855年5月4日の商業帳簿及び計算書類に関する法令」（略称．1855年法
（14）　拙稿「スウェーデンにおける株式会社の発展一同国の近代会計関連法規定の生成の史的背景として一」
　（1）『明治大学短期大学紀要』第55号，1994年3月，235～236ページ。この論文で参照した諸文献は記
　　載省略。Hammarskj61d，　Hj．　L，　Redog6resle　fδr　den　utlandiska　bolag　och－f6reningensrattens
　　utveckling　och　nuvarande　st5ndpunkt，　den　svenska　bolgagsrattens　utveckling　samt　de　svenska
　f6reningarna（f6r　ekonomiskt　andamal），　Stockholom，1890，　ss．55～57，　Glader，　Matz，　m．　f1．　ibid．，
　s．19．
（15）　拙稿「スウェーデンにおける株式会社の発展一同国の近代会計関連法規定の生成の史的背景として一」
　（1）「明治大学短期大学紀要」第55号，1994年3月，199ページ。この論文で参照した諸文献は記載省略。
（16）Westermark，　Christer，　ibid．，　s．12．
（17）　J6nsson，　Sten，　Accounting　Regulation　and　Elite　Structure．　Driving　Forces　in　the　development　of
　　Accounting　Policy，　John　Wiley＆Sons，1988，　p．1．
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令）の発布となった。この法令は，総体として28項目より成ったが，その力点は，主として
1734年普通法において論争を反復した「記帳義務」（bokf6ringsskyldighet）を随伴する事業活
動とは何かを明確化するために，「記帳義務を免除される事業活動を詳細に規定し，……［併せ
て］強制的に記帳するべき商業帳簿及び計算書類を日記帳（dagbok）・書簡（brevbok）・財産
目録台帳（inventariebok）に限定した」（18）ことであった。この法令は，先の1734年法が，諸帳
簿及び計算書類の証拠としての信慧性を文書によって裏付けることを要請したように，諸帳簿及
び計算書類が，市長及び議会の面前での「宣誓による」（med　ed）或いは口頭等，無形の方法に
よるのではなくて，「有形な方法」（den　fysiska　formen）で留めおかれることを要請した。こ
の法令は，そのような要請の下に，日記帳は，取引の発生順の記録として毎日記帳するべきこと，
一度記帳した取引事象は，勝手に修正・抹消すべきではなく，また追加記帳もするべきではない
こと，諸帳簿に余白を残すべきではないこと，必要な修正は，修正した日付を明記し，明瞭性を
維持するべきこと，財産目録台帳は，「事業活動の開始時における全ての資産と負債の目録であ
り，毎年，年度末に［作成される］貸借対照表によって補完されるべきこと」（19），商業帳簿は，
作成後，10年間保管するべきこと等を規定していた。
　この法令は，それ自体としては商人の売買計算書の作成は，商業帳簿を基礎とするべきこと，
商人間の信用関係は，確実に決済するべきこと，商業帳簿作成の義務の適用範囲の問題等を大ま
かに規定したに過ぎない。とはいえこの法令は，その後のこの国の各種の商事関連法の制定の場
合必ずといってよい程引合いに出され，論議の対象となってきたのであった。しかも経済社会の
発展は，とりわけ①記帳義務の内容，②記帳義務を遂行するのに必要な諸帳簿（bokf6rings－
b6cker）と商業記録（handelsdocument）の種類，③諸帳簿の形態及び諸帳簿偽造を阻む安全
弁の程度，④資産の評価問題を中心に（2°），この150年間，論議を反復してきた問題であった。
3．1929年会計法の制定の経緯
　上記の1855年法令は，その制定から75年後に廃止となり，それにとって代わったのが，1929
年会計法であった。
　既にこの法令の制定に先立つ17世紀初頭頃より19世紀末葉頃にかけて，この国の株式会社と
　　　　　　　プゥ－ラ－グしてのいわゆるbolagも，発展途上にあった。株式の自由な譲渡・移転（資本の商品化）によ
る資本の集中・集積は，競争と信用に媒介されるが，それを制度的に承認するための最も基本的
な法的支柱は，全社員の有限責任制（及びその対極としての債権者保護・資本充実原則等）と設
立に関する準則主義である。この国が，全社員有限責任制を法的に承認したのは「1848年株式
会社法」（1848　ars　aktiebolagslag），設立に関する準則主義を導入したのは「1895年株式会社
法」（1895ars　aktiebolagslag），その近代化を図ったのは「1910年株式会社法」（1910　ars
（18）Westermark，　Christer，　ibid．，　s．12．
（19）Westermark，　Christer，　ibid．，　s．12．
（20）Westermark，　Christer，　ibid．，　s，12，
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aktiebolagslag）であった（21）。これらの株式会社法は，もとより企業会計に関する「いわゆる枠
組法」ではなかった。
　1929年会計法が制定されるこの頃，この国は，既にいわゆるスウェーデン型混合経済の台頭・
形成期であった。ここでの私的企業の会計は，理論的にも実践的にも当時の政府の経済政策目標
に沿って，強度に資本蓄積指向的であった。このような時期でさえこの国は，未だ企業会計に関
する「いわゆる枠組法」として，「1855年法令」を適用していたのである。とはいえこのことは，
20世紀に入っても「1855年法令」を適用し続けることを是としていたことを意味しない。既に
19世紀末葉より当時の政府は，各界からの要請を受けて「1855年法令」の改訂作業を開始し，
1903年3月4日の国会に最初の政府提案を提出した（22）。その提案に含まれる最大の問題は，①
この法令による商業帳簿及び計算書類の作成に関する上記の諸規定は，過去に法解釈をめぐって
疑義を生じてきた諸問題の内容を明確化しながら，同時に補充・拡大するべきこと，②この場合
政府がこれらの問題に介入するべき限度はどの程度までかという問題であった。商務省
（kommerskollegium）は，この提案に対する意見表明として，「1855年法令」の諸規定を全般
的に再検討する必要性を強調した。政府は，これを受けて1912年9月17日に記帳問題について
さしあたり法務省内で政府の同意と援助の下に討議・調査・答申するために特別の専門家達を招
集し，かれらにこの問題の処理を全面的に委任した。かれらは，1916年1月29日に「1855年法
令」の幾つかの部分についてその文言の修正及びそれに伴うその他の関連法規の改正を提案した。
この提案は，政府・実業界・その他，各界から様々の反響を呼んだ。政府は，この提案とそれに
対する各界からの反応を考慮しつつ，この問題に関する法案の骨子をまとめ，商務省及びこの国
の各地の商業会議所（Handelskammarna　i　riket）にコメントを求めた。法務省も，これに呼
応して，再度，特別の専門家達を招集し，かれらに法案作成のための論議・検討を求めた。政府
は，このような過程を通じて法案の骨子を一部修正し，1926年3月26日に正式な法案を作成し，
法制審議会（lagradet）に回送した。法制審議会は，審議の結果を1926年12月3日に公表した。
その後も引続き法務省は，この法案の一部を修正した。法務省は，この法案の一部修正のために，
それまで法制審議会の委員であった会計士William　Hembergの他に，新たにストックホルム
商科大学の教授及び会計士／コンサルタントであるOskar　Sill6nを専門家として召喚した。そし
て政府は，この法案を1929年の国会に提出し，同年5月31日に会計法として公布したのであっ
た⑳。
　その後この会計法は，§1（この法律の適用範囲を規定）の幾度かの修正（例えば，1930年4
（21）　拙稿「スウェーデンにおける株式会社の発展　同国の近代会計関連法規定の生成の史的背景として一」
　（2）及び（3）「明治大学短期大学紀要』第56号及び第57号，1995年2月及び1995年3月。この論文で参
　　照した諸文献は記載省略。
（22）Hemberg，　William　och　Oskar　Sil16n，　ibid．，　Attonde　uppl．，　s．7．
（23）　拙稿「スウェーデンにおける株式会社の発展一同国の近代会計関連法規定の生成の史的背景として一」
　（1）「明治大学短期大学紀要』第55号，1994年3月，197～198ページ。この論文で参照した諸文献は記
　載省略。Hemberg，　William　och　Oskar　Sillen，　ibid．，　Attonde　uppl．，　ss．7～8．
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月25日の法律による不動産所有者組合Bostadsrattsf6rening，1934年5月4日の法律による海
運手続代行業者Ut6vare　av　skeppsklarerarr6relse，1948年4月30日の法律による農・林業の
共同事業組合Sambruksf6reningへの適用等）及び§15（この法律の遵守違反に対する罰則規
定）の部分的修正等を別とすれば，1975年代の新株式会社法の制定に連動する1976年の会計法
の制定まで，ほぼそのまま適用されてきたのである。
皿．1929年会計法の会計関連法上の一般的な位置付け
　1929年会計法の制定の経緯から明らかとなったように，この法律は，1734年普通法の部分法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ブゥ－ラ－グ典として組込まれた商法15章においてbolagと呼ばれた経済組織体の商業帳簿作成の義務とこ
の法律の適用範囲に関する問題を契機に，1855年法令の発布を経て，20世紀20年代末葉に制定
された法律である。
　1929年会計法は，直ぐ後に素描するように，会計目標として債権者保護を措定し，記帳され
るべき帳簿の種類，実施されるべき一般的な記帳手続，事業活動に関する帳簿より開示するべき
会計情報等に関する問題を規定していた。
　欧米諸国の文献によれば，かってこの法律をもってドイツのいわゆる正規の簿記の原則との類
似性を指摘する論者（24）や，いわゆる米国流の一般に承認された会計原則に相当するものを成分
法化したものと解する論者㈲も存在した。この場合問題のドイツ流の正規の簿記の原則の本質
をどの様に解するかということが改めて問われなければならないであろう。周知のように，ドイ
ツ流の正規の簿記の原則は，本来，1897年のドイツ商法238条1項（商人に対する正規の簿記
の原則による商業帳簿の作成の義務を規定）にその起源を持つが，ここではこの原則は，単に記
録原則のみならず財務諸表の作成原則（実質的な会計処理原則）をも包含する公正妥当な会計慣
行と解される。加えて米国流の一般に承認された会計原則の概念も，1929年世界恐慌を契機と
する1930年代における米国の証券市場の混乱の克服を目的として投資家保護の理念を標榜しつ
つ，かのAICPA及びAAAを中心として公認会計士の会計的判断のよるべき基準として形成さ
れてきたものである。
　これに対してスウェーデンの1929年会計法の歴史的な形成過程を顧みるとき，その形成の直
接的な動機も理由も，必ずしもドイツ流の正規の簿記の原則或いは一般に承認された会計原則と
同一ではなく，それらの原則との類似性或いは関連性というような視角より取上げることは，必
ずしも正鵠を得たものとはいいがたいように思われる。けれどもこの会計法の§§3～13の記帳
義務の遂行の仕方に関わる諸規定特にその§3は，記帳の一般的な諸原則の問題に関連して「良
き商人の慣習」（god　k6pmannasked）の遵守ということを規定していること，そしてそれは，
（24）　例えば，Gehard，　Mueller　G．，　Accounting　in　Sweden，　lnternational　Business　Series，　No．　2．　Univer－
　sity　of　Washington，1962，　p．4．
（25）例えば，Oldham，　Michael　K．，　Accounting　in　30　Countries：Sweden，　AICPA，1975，　p．　547．
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1929年会計法が債権者保護を，1976年会計法が投資家保護を，更には1999年会計法が従業員も
含む社会的な利害関係の調整を会計目標として措定した時にも，依然としてその底流にあること
を想起するならば，1929年会計法に関する上記のような評価は，それなりに承認してもよいで
あろう（26）。
　この場合若干留意するべき点は，この国の法体系は，総体として大陸法と英米法の双方の影響
の下に生成・発達し，その過程で必要に応じて個別的な立法措置を講じてきているために非常に
複雑であり（27），このことは，会計法についても当てはまるということである。それは，会計関連
法上の会計法の位置付けをこれまで曖昧にしてきた一因であった。1999年会計法は，それを
「枠組法と明細諸規定を結合したもの」（en　kombination　av　ramlag　och　detaljf6rskirifter）と
して認識し，その「包括的原則」（den　6vergripande　principen）として「記帳義務は，良き会
計慣習（god　redovisningssed）と一致して遂行されるべきである」㈱ということを，新たに独
立した一章（Kap　11）（29）を設けて規定したのである。
IV．1929年会計法の概容
　1929年会計法は，条文の前文・それに続く§§1～15・付則より成る。
　前文は，国会の承認・国王の名の下にこの法律が制定されることを述べ，会計法の目的・会計
法の内容・記帳義務の役割などについて簡潔にふれる。
　会計法の目的は，何よりも先ず債権者保護を会計目標とする立場より，事業活動を営む一定の
経済主体に商業帳簿の作成を義務付け，当該経済主体が，その作成より入手する会計情報を基礎
に事業活動を遂行し，不断に事業活動の経過・方法等を概観・検討・或いは統制し，これによっ
て事業活動の安全な運営を行いつつ，債権者の経済活動主体に対する債権回収の確実性を保証す
ることである。したがってこの法律は，一般的な税務上の利害を充足することを直接的な課題と
はしない。このことは，例えば，会計法は，債権者保護の立場より資産の過大評価を阻止するこ
とに力点をおくが，これに対して税法は，国家財政の維持という立場より在庫品や有価証券の一
定限度以下の引下げを禁止するということになる。
　会計法の§§1～2は，記帳義務の意味と記帳義務の適用除外を規定（3°），§§3～13は，記帳義務
の遂行の仕方を規定，§14は，会計法と他の法律または法令の関係を規定，§15は，記帳義務
（26）1929年会計法は，その後時代の要請によって1976及び1999年に改正された。1976年会計法及び
　　1999年会計法の問題は，別に稿を改めて考察したい。ここでは前者が，第二次世界大戦の終熔より
　　1960年代末葉までのこの国の経済発展したがってまたそれを促進した新しい情報処理技術の導入とこ
　　の国の証券市場の発達により，後者が，1970年代の石油危機を契機とする新しい国際経済秩序の構築
　　に適応することを求めて国際会計基準への適応によるものであることを指摘するに留める。
（27）　大隈健一郎著「商法総則　新版』（法律学全集27），有斐閣，1992年，14ページ，スウェーデン社会
　　研究所編『新版　スウェーデンハンドブック』早稲田大学出版部，1992年，184～185ページ。
（28）Westermark，　Christer，　ibid．，　s．12．
（29）Westermark，　Christer，　ibid．，　ss．215～249．
（30）Hemberg，　William，　och　Oskar　Sill6n，　ibid．，　Attonde　uppl．，　ss．13～15　och　23．
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違反に対する罰則を規定，付則は，1929年会計法の制定によって「1855年法令」を原則的に廃
止すること，会計法は，1930年1月1日から施行されること，この場合でも会計法がとって代
わった「1855年法令」における「§§21～24及び§28の規定は，なお依然として適用され
る」（3Dと述べ，1734年普通法における部分法典として制定された商法15章の規定以来，商人或
いは一定の経済主体の商業帳簿の作成に関する基本的な考え方については，「会計法は如何なる
点でも修正・変更されていない」（32）と明言した。
　1929年会計法の§§1～2の記帳義務の意味とその適用除外に関する諸規定は，この会計法がとっ
て代わった1855年法令以前の1734年普通法における部分法典としての商法典15章でも既に問
題となっていたが，1929年会計法は，さしあたり記帳義務者としての商人概念との関連でこの
問題を論議したが，決着をつけることができなかった。1976年会計法も同様であったが，それ
でも商業部門以外のその他の部門について個別立法によって処理するべきことを規定した。1999
年会計法は，会計法の「いわゆる枠組法」としての性格を重視し，それに即して表現を単純化し
て「事業家」（nalingidkare）という言葉をもって包括した㈹。
　記帳義務の遂行の仕方を規定した§§3～13の内容を一瞥・要約すれば，§3：記帳は，「記帳の
一般的な諸原則に一致し，良き商人の慣習を遵守して」（i6verenssttimmelse　med　allmanna
bokf6ringsgrunder　och　med　iakttagane　av　god　k6pmannased）行うべきこと（34），§4：①
「記帳」（bokf6ring）は，各会計年度に「記帳義務者の期首及び期末の経営状態及び事業活動の
経過」表示するために行うべきこと，②事業活動の経過を把握するためには「継続的な記帳」
（den　l6pande　bokf6ringen）に必要な「日記帳」（dagbok）及び「その他の商業帳簿」（de
6vriga　handelsb6ckerna）を，経営状態を把握するためには「財産目録」（inventarium）及び
「貸借対照表」（balansrakning）を作成するべきこと（35），§5：①商業帳簿は，適切なルースリー
フ・システム或いはカード・システムを採用していない場合，製本し，連続番号でページ数或い
は見出しをつけるべきこと，「日記帳」及び「資産台帳」（inventariebok）は，ルースリーフ・
システム或いはカード・システムを利用してはならないこと，②商業帳簿は，長期保存のために
インク・タイプ・その他の方法によるべきこと，記帳を「一般に行われている記帳の諸原則に従っ
て」（enligt　gangse　bokf6ringsregler）連続して行うべきである場合，余白を残したり，消し
ゴム等で帳簿記録を抹消をしてはならないこと，記帳の修正・記帳の追加は，その正当性が証明
可能であるべきこと（信愚書類としての記帳の完全性と長期保存性）（36），§6：①「日記帳」への
取引事象の記帳は，「継続的な記帳」により毎日，各項目ごとに継続して行うべきこと，②特に
債権・債務に関する情報は，「明瞭で概観的に」（klart　och　6verskAdligt　satt）提供するべきこ
（31）Hemberg，　William　och　Oskar　Sill6n，　ibid．，　Attonde　uppL，　s．93．
（32）Hemberg，　William　och　Oskar　Sill6n，　ibid．，　Attonde　uppL，　s．10．
（33）Westermark，　Christer，　ibid．，　s．280．　Kap．2§2．
（34）Hemberg，　william　och　Oskar　sill6n，　ibid．，　Attonde　uppL，　s．24．
（35）Hemberg，　Wjlliam　och　Oskar　Sil16n，　ibid．，　Attonde　uppL，　s．27．
（36）Hemberg，　William　och　Oskar　Sill奄n，　ibid．，　Attonde　uppL，　s．34．
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と（37），§7：①「財産目録」は，記帳義務者の全ての資産及び負債を記載するべきこと，それら
の資産及び負債は，各項目ごとに明示し，各項目ごとにその「価額」（varde）を付すべきこと，
これによって資産と負債の価額の差額を表示するべきこと，②年金支払義務及び抵当権設定物件
の記帳等は，脚注表示するべきこと（3s），§8：貸借対照表は，財産目録の総括的な要約であり，
そこに計上される諸項目は，適切な主要項目ごとに配列するべきこと（39），§9：財産目録及び貸
借対照表を作成する場合さらに遵守するべきことは，①記帳義務者の諸資産は，「その実際の価
額」（sina　verkliga　varden）を上回る評価をしてはならないこと，②「記帳義務者にとり永続
的な利用を目的とした諸資産」とりわけ設備資産は，「その実際の価額」が，それらの資産の調
達或いは製造のために要した原価より低くても，この原価で評価してもよいこと，但しこの場合
耐用年数及び利用或いはそれに匹敵しうるその他の原因で発生した「当該資産の価値減少」
（tillgangarnas　vtirdeminskning）に相当する金額を毎年滅価償却するべきこと，③「不確実な
債権（osakra　fordringar）は，支払いされると見込まれる金額」で記載するべきこと，回収不
能な債権は，資産として記載するべきでないこと（4D），§10：記帳義務者は，財産目録及び貸借対
照表に署名し，確認するべきこと，記帳義務者が無限責任社員より成る経済組織体としての
ブゥ－ラ－グbolagである場合，署名は，社員全員によるべきこと（4D，§11：会計年度は原則として1年とす
るべきこと｛42），§12：受領した書簡・計算書・その他の書類等は，秩序正しく保存するべきこと，
送付した書類は，複写し，同様に秩序正しく保存するべきことc43），§13：各種の商業帳簿とその
付録・その他の信悪書類及びそのコピーは，10年間，保存するべきこと（44）。1929年会計法は，
上記§§3～13で記帳義務の遂行の仕方を規定した後，更に§14：会計法と他の法律または法令
との関係で，他の法律または法令により別段の諸規定が問題となる場合，会計法の諸規定は適用
除外とするべきこと（45），§15：記帳義務の違反は，刑法の規定により責任追及されるべきこと㈹
を規定した。
　上記の規定を一瞥すれば，付則が，「1855年法令」における「§§21～24及び§28の規定は，
なお依然として適用される」（47）と述べ，1734年普通法における部分法典としての商法制定以来の
商人或いは一定の経済主体の商業帳簿の作成に関する基本的な考え方については，「会計法は如何
なる点でも修正・変更されていない」（48）ということの意味を一層明確に理解しうる。「1855年法令」
（37）Hemberg，　William　och　Oskar　Sil16n，　ibid．，　Attonde　uppl．，　ss．40～41．
（38）Hemberg，　William　och　Oskar　Sil16n，　ibid．，　Attonde　uppL，　s．58．
（39）Hemberg，　William　och　Oskar　Sill6n，　ibid．，　Attonde　uppL，　s．66．
（40）Hemberg，　William　och　Oskar　Sil16n，　ibid．，　Attonde　uppl．，　ss，69～70．
（41）Hemberg，　William　och　Oskar　Sil16n，　ibid．，　Attonde　uppL，　s．87．
（42）Hemberg，　William　och　Oskar　Sill6n，　ibid．，　Attonde　uppl．，　s．88．
（43）Hemberg，　William　och　Oskar　Sill6n，　ibid．，　Attonde　uppl．，　s．89．
（44）Hemberg，　William　och　Oskar　Sill6n，　ibid．，　Attonde　uppl．，　s．90．
（45）Hemberg，　William　och　Oskar　Sill6n，　ibid．，　Attonde　uppl．，　s．92．
（46）Hemberg，　William　och　Oskar　Sill6n，　ibid．，　Attonde　upp1．，　s92．
（47）Hemberg，　William　och　Oskar　Sill6n，　ibjd．，　Attonde　uppl．，　sユ0．
（48）Hemberg，　William　och　Oskar　Sill6n，　ibid．，　Attonde　uppL　sユ0．
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の§§21～24及び§28の規定は，一定の経済組織体における債権者保護を基軸とした商業帳簿及
び計算書類の作成義務とその信慧書類としての役立ちを下記のように規定していたのである（49）。
§21。商人が作成する計算書類は，かれの商業帳簿と正確に一致するべきである。
§22．商人が相互の間で，……自由な信用供与の契約を締結している場合，信用供与をした
　　商人は，別段に明白な規定がなければ，通常，商慣行（handelsbruk）が規定する期
　　間内に相手にこれに関する計算書類を手渡・送付する義務を負う。この計算書類を受
　　領した人は，それが不正であるということが判明すれば，かれは，この計算書類を手
　　渡・送付した商人に対して，遅滞無く確実にこのことを告知する義務を負う。或いは
　　かれが，この商人に直接面談することができなければ，かれは，この計算書類を受領
　　　してから3ケ月以内にこの計算書類に対する異義申立を政府行政機関（KB）に届出
　　する義務を負う。かれが，この義務を慨怠し，かれの商業帳簿を基礎として作成し，
　　かれがその商人より受領した計算書類〔の内容〕とは一致しない計算書類を，上記の
　　所定の期間内に，その商人に確実に手渡・送付することがなければ，かれは，その商
　　人より受領した計算書類を承認したものとみなされる筈である。
§23．商人が，自由な信用供与の契約なしに商品を掛売した場合，別段に明白な規定がなけ
　　れば，かれは，その商品に関する計算書類を，この掛売が商業帳簿に記載された年度
　　末より起算して遅くとも3ケ月以内に，その債務者（売掛先）に対して手渡・送付し
　　なければならない。
§24．商人が，この計算書類を債務者（売掛先）に対して手渡・送付し，その受領者がそれ
　　を受領してから3ケ月以内に債権者（買掛先）に対して，その計算書類を承認できな
　　いということを確実に告知しないか，或いは……裁判所にそれに対する異義申立をし
　　なければ，この計算書類は，支払期限の到来した債務証書と同様に差押の対象として
　　有効である。債務者が，署名してその計算書類を承認した場合も，同一の規定が適用
　　　される。
§28．この法令で商人に対して規定されていることは，§1及び§2によって商業帳簿をつ
　　けるその他の人々にも，全ての点で適用される。
　こうして1929年会計法は，何よりも先ず，一定の事業体が営利を目的として事業活動を営む
場合，この事業体における債権者保護を会計目標として措定し，個々の事業体に対して商業帳簿
の作成を義務付け，個々の事業体は，それによって事業活動の動向とその結果について概観・統
制しながら「健全な」事業活動を遂行するべきこと，それでも場合によって支払不能となった場
合に遂行してきた記帳義務の結果に基づいてそのことを直接的に債権者に報告するべきことを狙っ
（49）「1855年法令」のこれらの条項は，Hemberg，　William　och　Oskar　Sil16n，　Bokf6ringslagen，　M．　M．
　Fjarde　uppl．，　P．　A．　Norstedts＆S6ners，　Stockholm，1953，　ss．129～130より抜粋。
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ていたのである。
V．1929年会計法における「良き商人の慣習」の遵守と「慎重な原則」の意味
1．「良き商人の慣習」の遵守
　1929年会計法が制定された当時から論議を呼んだ問題の一つは，記帳義務者の範躊をめぐる
問題であった（5°）。この問題は，その論議の過程で各界より同法§§1～2の規定における様々な曖
昧性と不備な点が指摘される都度，個別的な立法措置を講じながら徐々に概念の明確化と純化を
はかってきた。そして1976年会計法は，既述のように記帳義務者をもって原則としてすべての
「事業家」（naringsidkare）を対象とするという表現に修正し，この問題に一応の決着をつけた
のである。
　この問題を除けば，1929年会計法が制定された当時から最も重視された問題は，同法§3の規
定即ち「記帳は一般的な記帳の諸原則に一致し，良き商人の慣習を遵守して行われるべきである」
という規定であった。
　会計法は，直接的な会計目標としては，1929年会計法の場合には債権者保護，1976年会計法
の場合には投資家保護，1999年会計法の場合には従業員をも含むより広義な意味での企業を取
り巻く利害関係者の利害関係の調整に力点を置く。とはいえ会計法の措定する会計目標の重点
が，時代の要請に従ってその位相を変えながらも，この国の会計問題に関する「いわゆる枠組法」
としての会計法の基底を一貫して流れるのは，良き商人の会計慣習／良き会計慣習の遵守と慎重
な原則である（5】）。この点で1929年会計法§3の規定即「記帳は一般的な記帳の諸原則に一致
し，良き商人の慣習を遵守（i　dverensstammelse　med　allmanna　bokf6ringsgrunder　och　med
iakttagane　av　god　k6pmannased）して行われるべきである」という規定（1976年会計法§2
及び1999年会計法Kap．11．§11）は，1929年会計法の制定以来の「上位原則」（en　6verordnad
princip）（52）として機能してきた。
　1929年会計法の§3のいう「良き商人の慣習」（god　k6pmannased）は，1976年会計法§2
及び1997年会計法Kap．11．§11では「良き会計慣習」（god　redovisningssed）という表現に
改正されたが，その原型は，1929年会計法§3が規定する「良き商人の慣習」であった。
　1929年会計法§3が当時「良き商人の慣習」という規定を設けたとき，この言葉の解釈をめぐっ
て様々な解釈論が展開した。その中でも最も一般的・代表的な解釈は，この法律制定の最終段階
での法制審議会の委員として参画したOskar　Sil16n（53）のそれであった。かれの見解は，その委
（50）　この問題については，Hemberg，　William　och　Oskar　Sill6n，　ibid，　Attonde　uppL，　ss9～13を参照。
（51）　Edited　by　Ohdelheid，　Dieter，　Transnational　Accounting，1995，　Vol．2．　Chap　26，　p．2377．
（52）Westermark，　Christer，　ibid．，　s．12．
（53）　かれの教育・研究者及びコンサルタント・会計士としての足跡については拙稿「スウェーデンにおけ
　　る近代会計学の形成」（3）「明治大学短期大学紀要』第60号，1997年1月を参照。この論文で参照した
　諸文献は記載省略。
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細は別として，①慣習（sed／sedvanja）とは，一定程度の浸透性をもって実際に行われている
実務であること，②‘一般に承認されている商人の慣習’（allm註nt　vedertaget　k6pmannased）
という場合問題となる実務は，概して大部分の事業家或いは代表的な産業部門で行われている実
務であること，③「良き商人の慣習」という文言でいう商人とは，会計法§1が規定する記帳義
務者と解釈されるべきなので，「良き商人の慣習」とは，会計法§1で規定する商人の慣習を意
味し，「健全な」（sund）なそれであること，④「良き商人の慣習」が「健全な」慣習であると
いうことは，それが，信頼しうる方法による説明の可能性と正当性の承認及び影響力の有効性の
証明可能性を具備していること，⑤「良き商人の慣習」の内容は，時代の経済動向によって変化・
進展すること，この場合「良き商人の慣習」の形成は，優れた専門家の意見或いは法規が演繹的
にその内容に影響を与えることも稀ではないが，より重要な点は，論理的な演繹よりも，実務に
携わる人々の「自由な判断及び評価」であると説いた（M）。
　0．Sill6nの「良き商人の慣習」に対するこのような見解は，わたくしの知る限り当時の最も
一般的な見解である。「良き商人の慣習」或いは「良き会計慣習」の問題は，スウェーデン・モ
デルの再検討が潜在的に開始した1960年代末葉よりその再構築を求める試みが顕在化する1980
年代頃にかけて再び姐上に上るようになった（55）。例えば，イェテボリィエ商科大学のSten
J6nssonは，会計政策の構築という視角より会計規制の問題を主題としながら，「良き会計慣習」
の問題にふれ，その特性として①多数の人々による頻発性，②所与の諸規範と矛盾しない確立さ
れたパタン，③長期安定性，④慣習からの乖離の可能性，⑤個人的な判断・意見の相違，⑥現存
する慣習に先行する古い慣習の存在その他をあげる（56）。
　このように「慣習」・「良き商人の慣習」の内容は，時代と共に変容するが，本稿ではそれが，
基本的には，多数の現実の会計実践の中から生起してきたということを主張していることを確認
すればよい。即ち1929年会計法§3（1976年会計法§2・1999年会計法Kap．11．§11）が規定
する「良き商人の慣習」／「良き会計慣行」とは，昔も今もこの国の法的制度会計上，実質的には
「代表的な諸産業界の各会社によって実務上利用されている会計諸原則」と解釈され，「この国の
各会社が実際に行っている実務」の基底を流れる簿記（記帳）・会計の諸原則を問題としてきて
おり，「そのことが，この国の各会社ごとに行われる簿記・会計の諸原則の広範な相違をもたら
す結果となっている」（57）といわれるのである。
　1929年会計法は，「上位原則」である「良き商人の慣習」の遵守を規定したとき，その「記帳
（54）　Skandinaviska　Bankens　Kvartalsskrift　Arg．1944　nr　l，　sid．7～8．
（55）Milner，　Henry／Eskil　Wadensjδ（editor），　G6sta　Rehn，　the　Swedish　Model　and　Labour　Market
　Poljcies．　International　and　national　perspectives，　Ashgate，2001，　pp．13～49　and　pp．73～77，　Gould，
　　Arthur，　Developments　in　Swedish　Social　policy．　Resisting　Dionysus，　Palgrave，2001，　pp．38～59，
　Ryne，　J．　Magnus，　Capitalist　Restructuring，　Globalisation　and　the　Third　Way．　Lessons　from　the
　Swedish　mode1，　Routledge，2002，　pp．79～98　and　pp．123～158．
（56）　J6nsson，　Sten，　ibid．，　pp．89～94．
（57）　Edited　by　Ohdelheid，　Dieter　and　KPMG，　Transnational　Accounting，1995，　Vol．2．　Chap　26，　p．2377，
　ibid．，2001，　VoL3　p．2357，
　34　　　　　　　　　　　　　　「明大商学論叢』第85巻第2号　　　　　　　　　　　　　（188）
義務」（bokf6ringsskildigheten）の基礎として記帳作業の「検証可能な処理」（verifikations－
hanterig）・「年代順及び継続的な記帳」（kronologisk　och　16pande　bokf6ring）・「組織的な記
帳」（systematisk　bokf6ring）・「帳簿締切の作業」（bokslutsarbete）・商業帳簿及び計算書類
等の「保存作業」（arkitiveringsarbete）を挙げた（58）。新しい情報処理技術の導入に呼応した
1976年会計法§2もまた，それを基本的には継承した。
　1929年会計法が記帳義務の内容として発生した取引事象を年代的・組織的・継続的に記録す
ることを規定したとき，記帳義務者の範囲の問題と共に争点となった問題は，年代的・組織的・
継続的な記帳方式としての「一般的な簿記の諸原則」（allmanna　bokf6ringsgrunder）が，複
式簿記のそれを意味するかどうかという問題であった。逐語訳的な解釈は，結論的には，この
「記帳形態」（bokf6ringens　form）は必ずしも複式簿記によるそれを意味しないということであっ
た。その論拠としてさしあたり提示されたことは，少なくても1929年会計法の制定まで効力の
あった「1855年法令」が全ての記帳義務者に対して単式簿記の利用を承認していること，既述
のように1929年会計法は，同法令の§§21～24及び§28の規定を継承していること，その限り
1929年会計法§3にいう「一般的な記帳の諸原則」による記帳義務者が作成するべき商業帳簿及
び計算書類は，「日記帳及び資産台帳」（dagbok　och　inventariebok）のみであり，それ以外の
その他の諸帳簿を含むことを原則として要請しなかった（59）という点であった。とはいえこの論
拠の基底に潜む思考は，「一般的な簿記の諸原則」に適合的な商業帳簿及び計算書類が如何なる
内容・性質のものから構成されるかということを決定する場合重視するべきことは，「記帳義務
のある企業の規模及び記帳義務のある企業が，どんな記帳方法・記帳形態を適用しようとするか
という問題は，記帳義務者自らが決定するべき個々の特別な必要性・事情を考慮して，…記帳義
務者に対して最大限度の自由を与える」㈹という思考であった。この点よりこの問題について提
示された見解は，先ず，第一義的には，1929年会計法§3の規定する「一般的な記帳の諸原則」
は，「記帳の本質」（bokf6ringens　beskaffenhet）に関わる最低限度の一般的な要請とされ，記
帳義務者に対して日記帳及び資産台帳の作成のみを「1855年法令」に倣って指すものとされた。
　その上で提示されたことは，とはいえ現実に記帳する場合「健全な営業活動体（sunt　affars－
liv）における慣行（sed　och　bruk）を考慮しなければならないということは，……当然の理」（6D
であり，この法規の条文の個々の諸規定は，そのことを示唆している点に留意するべきであるこ
と，例えば，既述のように，§4は，①記帳は，各会計年度に「記帳義務者の期首及び期末の経
営状態及び事業活動の経過」を表示するために行うべきこと，②事業活動の経過を把握するため
には継続的な記帳に必要な「日記帳」及び「その他の商業帳簿」を，経営状態を把握するために
は「財産目録」及び「貸借対照表」を作成するべきこと，§5は，記帳を「一般に行われている
（58）　B6kmark，　Jan／Bo　Svensson，　Bokfdringslagen，　Kommentar　till　1976　arslagstiftning，　Liber　F6rlag，
　Stockholm，1977，　s．31．
（59）Hemberg，　William　och　Oskar　Sill6n，　ibid．，　Attonde　uppl．，　ss．27～33．
（60）Hemberg，　William　och　Oskar　Sill6n，　ibid．，　Attonde　uppL，　s．25．
（61）Hemberg，　William　och　Oskar　Sill6n，　ibid，，　Attonde　uppL，　s．28．
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記帳の諸原則（gangSe　bokf6ringsregler）に従って」遂行するべきこと，この場合事業活動の
規模及びその特性を考慮するべきこと，§6は，「事業活動の業種及び範囲」を考慮して記帳す
るべきことを前提としていること（62），こうした点よりみれば，会計法§3が規定する「一般的な
記帳の諸原則」は，「われわれが，この法律の規定を適用する場合，何らかの限定的な逐語的な解
釈を決してするべきではなく，記帳技術の発展（bokf6ringsteknikensutveckling）及び健全な商
人的な見解（sund　k6pmannamassig　uppfattning）を注目するべきである」（63）ことを示唆して
いること，現今の記帳技術の発展と健全な商人的な見解を考慮すれば，ここにいう「記帳形態」
（bokf6ringens　form）として妥当するのは複式簿記であり，「一般的な記帳の諸原則」とは，複
式簿記のそれとして解釈するのが妥当であること，一般的な記帳の諸原則と良き商人の慣行
（allmanna　bokf6ringsgrnder　och　god　k6pmannased）という表現は，会計に関する「枠組法」
としての会計法以外の多くの法律，例えば1944年株式会社法（1944ars　Lag　om　aktiebolag）
（§100）でも（6‘），更に当時の税法にもみられるということであった。因みにいえば，会計法上，
「記帳形態」として複式簿記によるべきことを義務付けるのは，1976年会計法§9である（65）。
　1929年会計法一般§3にいう「良き商人の慣行」が含意することは，それが，既述のように，
基本的には，多数の現実の会計実践の中から生起してきたという主張から導き出されるというこ
とであり，その限り重要な問題は，当時のこの国の会計実践の動向である。この問題については
既に幾つかの拙稿で考察しているが，その典型的な事例の一つは，0．Sill6nが資産の評価基準を
めぐって設定した「景気変動調整の原則」（資産の過大評価禁止・過少評価是認）㈹にみるよう
に，スウェーデン型混合経済における景気対抗的な國際競争力の維持・増大という国策に沿う経
済政策の一環として，会計的側面から企業財務の健全化と強化に繋がる会計実践であった。
　1929年会計法§3の規定によって適用される簿記形態が，現実問題として一般には複式簿記で
あると解釈されたとしても，同法§6は，「継続した記帳が行われる場合，……遵守するべきこ
とは，事業活動によって発生した債権及び債務に関する情報，…［更には］連帯債務補償に関す
る情報が一目瞭然と表示されることである」㈹と述べ，同法§8は，この要請に基づいて作成・
公表するべき計算書類（財務諸表）は「財産目録」及び「貸借対照表」であること㈹，この貸
借対照表が，複式簿記を基礎として誘導法によって作成されるとしても，それは，「財産目録の
概観的な要約」㈹であること，即ち「財産目録と貸借対照表との間には如何なる原則的な相違も
存在しないこと，両者の相違点は，財産目録がより明細であり，貸借対照表はより集約的である
（62）Hemberg，　William　och　Oskar　Sill6n，　ibid．，　Attonde　uppL，　s．xx．
（63）Hemberg，　William　och　Oskar　Sill6n，　ibid．，　Attonde　uppL，　s．25．
（64）　Rohde，　Knut，　Aktiebolagsratt，　Enligt　1944　tirs　Lag　om　Aktiebolag，　Andra　uppl．，　Norstedts，1953，
　　ss．141～156．
（65）　B6kamrk，　Jan／Bo　Svensson，　ibid，，　s．63．
（66）　拙稿「0．Sill6nの貸借対照表評価諸原則論一その論理構造を中心として一」『明治大学短期大学紀要』
　　第63号，1998年3月を参照。この論文で参照した諸文献は記載省略。
（67）Hemberg，　William　och　Oskar　Sil16n，　ibid．，　Attonde　uppl．，　ss．40～41．
（68）Hemberg，　William　och　Oskar　Sill6n，　ibid．，　Attonde　uppl．，　ss．27～33．
（69）Hemberg，　Williarn　och　Oskar　Sill6n，　ibid．，　Attonde　uppL，　s．66．
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点に過ぎない」（7°）とされた。この国の法的制度会計問題の本格的な取組みは，1929年会計法の
制定以後間もなく発生した，1930年代初頭のかの1．Kreugerが主導するこの国の多国籍企業に
おける粉飾決算の発覚と証券市場の混乱を契機として開始した。その取組みの結果は，1944年
株式会社法（1944　ars　aktiebolagslag）が，株式会社に対して貸借対照表の他に損益計算書の
作成を義務づけ，それらの財務諸表の雛形（シェマー）を提示し，それらの公表を義務づけ，併
せて連結財務諸表作成に関する規定（§104）を導入したことであった（§§98～104．）（7「）。（連結
財務諸表公開の義務化は1975年株式会社法Kap．11．§§10～11．）（72）とはいえ会計法が，貸借対
照表の他に損益計算書の作成・公表を義務付け，その雛形（シェマー）を提示するのは，1976
年会計法の制定まで倹たなければならなかった。
2．慎重な原則
　1929年会計法§3にいう「良き商人の慣習」は，上記のような会計実務の中から育成されてき
た会計問題に関する「枠組法」における「上位原則」であった。
　この「上位原則」の主意を最も端的に表明した規定は，§9の貸借対照表上の資産評価に関す
る諸規定であった。
　同法同条項は，①記帳義務者の資産は，「その実際の価額」（det　verkliga　vardet）を超えて
財産目録及び貸借対照表に記載してはならないこと，②記帳義務者にとり長期的な使用を目的と
する資産は，「その実際の価額」がそれらの資産の調達或いは製造のための原価より低くても，
それらの資産の調達或いは製造のために要した金額で記載してもよいこと，但しこの場合には耐
用年数及び利用或いはその他のこれと匹敵しうる原因によって発生したこれらの資産の「価値減
少」（vardeminskning）に対応する金額が毎年減価償却されるべきであること，そのような減
価償却の代わりに，それに相当する金額を，負債の側に設定する特別な価値減少勘定（sarskilt
vardeminskningskonto）に記載しても良いこと（73），ここで問題となる資産が，その調達或いは
製造のためのコストより高い金額で記入されるか，或いはこの種の資産が前年度の資産の価額よ
りも高く評価されるならば，貸借対照表上，評価増された金額を表示するべきこと，③不確実な
債権は，支払可能と見積りされる金額でのみ計上するべきこと，価値の喪失した債権（var－
del6sa　fordringar）は，資産として記載してはならないこと（了4）を規定していた。
　この条項の力点は，財産目録及び貸借対照表に全ての資産と負債が計上されること，及びこれ
らの資産の評価が，「妥当な記帳の諸原則に従って」行われることにあった。ここにいう「妥当
（70）Hemberg，　William　och　Oskar　Si］16n，　ibid．，　Attonde　uppl．，　s．66．
（71）　Rodhe，　Knut，　Aktiebolagsratt，　Enligt　1944　ars　lag　om　aktiebolag，　P．　A．　Norstedt＆S6ners　F6rlag，
　Andra　uppL，1953，　ss．141～163．
（72）　Federation　of　Swedish　lndusties，　The　Swedish　Companies　Act　1975，　Second　revised　edition，　1986，
　Kap　11§§10～ll．，　pp．81～82．
（73）Hemberg，　William　och　Oskar　Sill6n，　ibid．，　Attonde　uppL，　s．69．
（74）Hemberg，　William　och　Oskar　Sil16n，　ibid．，　Attonde　uppL，　s．70
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な」（ratta）とは，1929年会計法§3にいう「良き商人の慣習」・「健全な商人の会計実務」に照
らして評価が「妥当な」それであることを意味し，それは，1929年会計法が会計目標として措
定した債権者保護の立場から，資産の過大評価を禁止することを意味した。その理由は，全ての
資産の価値の過大評価は，「記帳されている自己資本ないしは利益の同様な額の増大（或いは損
失の減少）を伴う」からである㈲。もとよりあらゆる条件の下で「妥当な」評価諸原則は存在し
ない。換言すれば，「評価諸原則は，それを設定する会計目標によって相違」㈹し，評価諸原則
の設定目的は，より基本的には会計目標によって規定される。例えば，会計目標が債権者保護に
ある場合，通常，作成される貸借対照表は財産貸借対照表であるが，時としては債権者の申立に
よる強制破産の場合には清算貸借対照表が作成されること，これに対して会計目標が，一定期間
の企業活動の結果として発生した「成果」（resultat）としての「損益」（vinst　eller　f6rlust）の
把握にある場合，作成される貸借対照表は損益貸借対照表となる。とはいえ何れの貸借対照表で
あっても，「資産の過少評価に対する如何なる禁止も存在しないので，当該企業とその記帳義務
者の純財産は，その記帳が表示するよりもはるかに高い価値をもっているということになる。」㈹
しかも資産の過大評価を禁止することによって「［財産］状態が，多分，実際には財産目録及び
貸借対照表が表示するよりもはるかに良好な状態にあるという事情は，……いかなる危険も意味
しない。これによって債権者に対する如何なる怠慢も示されることはない。」（78）
　1929年会計法の「良き商人の慣習」は，およそ50年近くも経って制定された1976年会計法
でも「良き会計慣習」として，表現を変えながらも継承され，1999年会計法でも更に内容を拡
大した。もとより1976年会計法及び1999年会計法にいう「良き会計慣習」の実質的な内容はこ
の国の時代の要請を受けて会計目標としての債権者保護，債権者保護より投資家保護，投資家保
護より企業をとりまく外部利害関係者の利害調整を標榜している。
VI．むすびに
　ヨーロッパの小国スウェーデンは，その建国以来の歴史が示すように，不断に諸外国の影響と
りわけさしあたりは，ハンザ同盟以来のドイツ・オランダの，後にはイギリスの，更にもっと後
には，アメリカのそれを受けながら，技術・貿易立国として国際社会の動向に適応してきた。こ
の国の会計制度とりわけ法的会計制度の形成・発展も同様であった。
　少なくても第二次世界大戦の終憶まで（より正確にいえば，ナチスドイツの敗北の兆しが明ら
かとなるまで），この国の会計制度により直接的で多大な影響を与えたのは，ドイツであった㈹。
　この国の制度会計は，特定の経済主体の自己規制を尊重するよりは，主として株式会社法及び
（75）
（76）
（77）
（78）
（79）
Hemberg，　William　och　Oskar　Sill6n，　ibid．，　Attonde　uppL，　s，70．
Hemberg，　William　och　Oskar　Sil16n，　ibid．，　Attonde　uppL，　s．71．
Hemberg，　William　och　Oskar　Sill6n，　ibid．，　Attonde　upp1．，　ss，70～71．
Hemberg，　William　och　Oskar　Sill6n，　ibid．，　Attonde　uppL，　s．71．
Kedner，　G，“Framtida　Svensk　redovisningslagstiftning”，　Balans，　No　4（1990），ss．53～54．
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税法を基礎とした手法を必然的に伴ってきた。1929年会計法は，1928年制定の地方所得税法の
産物であった。この税法は，株式会社に対する徴税の基礎であり，その規定の多くは，今日でも
妥当する。この税法は，財務報告と税法報告における諸概念を統一的に定義することを求めた。
その場合討議された問題の一つは，如何にして基本的な会計諸概念を定義するかということであっ
た。1929年会計法の制定は，この問題と連動しており（8°），同法が会計目標として措定した債権
者保護・「良き商人の慣習」・「慎重な原則」・資産の過大評価の禁止という一連の論理は，この国
の近代的な工業化過程の開始以来，経済体制の如何を問わず，私的企業の国際競争力の維持・拡
大路線に沿った資本蓄積に対する国家的な支援を表象した。
　この会計法の制定後間もなく1932年に発覚したかの1．Kreugerによる粉飾経理の発覚（8Dは，
この国の会計監査制度の整備への本格的な取組みの幕開けとなった。1．Kreuger事件の影響で破
産した多数の会社は，銀行が継承した。この国は，1930年代には社会民主労働党政権の下で議
会制民主主義による「強い国家」を指向し，経済的権力は，私的企業より国家に移行していた。
それは，いわゆるスウェーデンモデルの台頭・形成期であり，投資刺激の税制上の諸政策の一つ
が，かの「自由償却制度」であったcs2）。国家は，その経済政策目標の実現のために，経済規制に
積極的であった。会計規制の目的は，放漫経営の会社に対する健全経営の会社の保護であった㈹。
0．sil16nは，この事件の後始末の責任を負い，全ての公開会社に公認会計士監査制度を導入す
るべきことを証券取引所に勧告した（ew）。政府は，これを尊重し，1944年株式会社法に連結財務
諸表作成の規定（S5）と損益計算書及び貸借対照表の公開規定を導入した。
　1945年～1970年までこの国は，成長と資本の払底した時代であった。
　第二次世界大戦後，この国は戦争による被害を最小限に留めることができた。この国の会社は，
ヨーロッパの再建による輸出需要の増大に必要な資金をさしあたりは内部留保の放出により賄っ
た。内部留保は，政府の支援による株式会社に対する実質的には低率の税率のおかげであった（86）。
政府は，資本市場も規制した。そのため株式市場が相対的に自立的に活動する余地は狭かった。
国内市場向けの資金調達を必要とした部門は，政府の援助による住宅建設と年金計画の実施であっ
た。資金需要は，銀行規制によって賄った。会計問題に対する主要な関心事は，なお依然として
投資家に対する財務報告にはなく，政府の租税問題であった。
（80）　Flower，　John（editor），　The　Regulation　of　Financial　in　the　Nordic　Countrires，　Fritzes　AB，1994，
　　p．183．
（81）　この問題については，拙稿「Svenska　Tandsticksfabriks　ABの拡張政策と粉飾決算の発覚一戦間期
　　における近代スウェーデン会計の一側面一」『明治大学短期大学紀要』第70号，2002年3月を参照。
　　この論文で参照した諸文献は記載省略。
（82）　この問題については，拙稿「スウェーデンにおける自由償却」「明治大学短期大学紀要』第66号，
　　2000年3月を参照。この論文で参照した諸文献は記載省略。
（83）　Flower，　John，　ibid．，　p．184．
（84）Wallenstedt，　Eva，　Oskar　Sil16n．　Professor　och　praktiker．　Nagra　drag　i．　fdretagsekonomiamnets
　　tidiga　utvecklings　vid　Handelsh6gskolan　i　Stockholm，　Uppsala，1988．
（85）　Rundfeldt，　R，　Tendenser　i　bδrsbolagens　arsredovisningar　1992，　Stockholm：Stockholms　Fond－
　　b6rs－Bokf6ringsnamnden，1992．
（86）　Flower，　John，　ibid．，　p．185．
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　実業界は，資本市場の活性化の一環として「会計の質的改善によって投資家達が年次報告書を
手にして不安を感じない」ように「良き会計」に対する賞賛競争さえ試みた（87）。
　1952年に北欧諸国は，1962年のEUの成立を射程に入れて北欧共同体の実現を模索すること
を開始し，1969年に北欧共同体会計法を提案した。それは，北欧諸国内外の諸事情で成立しな
かった。とはいえこの運動は，北欧各国で一連の新しい会計関連法の制定に繋がっていった。そ
の場合何れの諸国も財務諸表作成問題に関して「良き会計慣習」という言葉を導入しており，そ
れは持続的な効果をもっていた（8s）。スウェーデンに限定していえば，1975年会社法及び1976年
会計法も，既述のように同様であった。
　スウェーデンは，1970年～1980年には石油危機とインフレーションに見舞われた。
　政府は，少なくても1960年代後半より1970年代前半まで依然として国民的視点より最高の権
力者であった。もとよりスウェーデンモデルは，1960年代中葉より潜在的には行詰っていたが，
それが顕在化するようになったのは，1973年の石油危機・ブレトンウッズ体制の崩壊に伴う経
済の低迷・低下傾向，それを決定的にしたのは，1976年選挙による社会民主労働党政権の敗北
であった。その後の連立政権は，原子力問題を争点に合意に達することが出来ず，政府・国家の
権力は，相対的に弱体化した。1980年代の到来と共にスウェーデンモデルの再検討・再構築の
模索が開始した。
　伝統的にこの国の巨大企業は，輸出指向的であった。しかもそれは，既に初期段階で外国での
現地生産の拠点を構築していた。1950年以後進展したEU統合問題は，1980年代に加速化した。
この国の巨大企業は，1970年～1980年代中葉に急速にEU内部の会社を獲得していた。この国
の1990年代初頭の税制改革（税率・控除率の引下げ）（89）は，これに呼応していた。それと同時
に，この国の多国籍企業は，国際会計基準へ接近することを模索するようになった。とりわけ問
題の一つは，この国の多国籍企業による欧米諸国の会社の買収・株式の取得による営業権の評価
問題であった。伝統的な会計専門家団体FARは，営業権の短期償却を主張したが，実業界は，
米国流のGAAPの原則に従って長期償却に賛同した。
　この国は，これらの動向に前後して初めて会計基準設定の問題の本格的な取組みを開始した。
　これまで伝統的に会計基準の作成に積極的に提言し，様々な勧告書を公表してきたのは，
FAR（F6reningen　Auktoriserade　Revisorer：The　Swedish　Institute　of　Authorized　Public
Accountants．1923年設立）であった。　FARの勧告書は，会計実務と密接に関係しており，「良
き商人の会計慣習を標準化すること」（9°）及び会計に適用される諸法律を解釈し，効率的な会計方
法を促進することを目的としてきた。1975年株式会社法の制定に伴い新たに設置されたのは，
BFN（Bokf6ringsnamnde：The　Accounting　Standards　Boad．1976年設立）であった。　BFN
（87）　Flower，　John，　ibid．，　p．185．
（88）　Flower，　John，　ibid．，　p241．
（89）藤岡純一著「現代の税制改革　世界的展開とスウェーデン・アメリカ』，法律文化社，1992年，
　89～191頁。
（90）　Flower，　John，　ibid．，　p．192．
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は，「良き商人の慣習を発展させ，会社が如何にして会計諸法律の要請を実現するかということ
について忠告し，勧告書を作成し，実務の発展へ順応し，潜在的な会計問題を検証する」（91）かと
いうことを目的としていた。この機関は，政府設立の機関であり，この機関には会計によって影
響を受ける社会の全ての人々が参画することを原則とし，会計士・実業界・税務当局・証券取引
所・学会員・労働組合代表を含んだ。この組織は，FARより一層直接的に租税問題及び法的制
度問題と結合していた。更に「公開会社のための会計基準設定機能を集中」する目的で設立され
たのは，RR（Redovisningsradet：The　Financial　Accounting　Standards　Council．1989年設
立）であった。その委細は別として，その勧告は，「良き商人の会計慣習」を法的に正式に承認
することを狙いとしていた（92）。
　このように「良き商人の慣習」という問題は，1929年会計法に初めて盛込まれて以来，徐々
に，さしあたりはFARの会計問題に関する助言・勧告の根拠として，そして1970年代中葉に
はBFN，1980年代末葉にはRRのような各種の機関による会計基準設置の運動に連動して，展
開してきた。なお因みにいえば，1976年会計法は，より直接的には戦後のOA機器の発展・普
及に加えて，さしあたりはブレトンウッズ体制の崩壊に随伴するこの国の通貨問題の処理をめぐ
る実業界と税務当局との対立を招来した。この場合実業界は，「良き会計慣習に従うことを望ん
だ。それは，保守主義に依拠していた」（93）と評される点は留意すべきであろう。1980年代に顕著
となるこの国の多国籍企業の一層の発展による外国企業の買収或いは株式取得による営業権の評
価問題とこれを契機とするドイツ系の法的処理よりアメリカ系のGAAPへの接近，そして1999
年会計法は，北欧共同体の形成の挫折に続くEU加盟問題を背景として国際会計基準へのスウェー
デン的な適応を主要な目的の一つとしたのであった。ここに1929年会計法が，債権者保護・「良
き商人の慣習」・「慎重な原則」という論理を提示して以来，会計法は，その時々の時代の要請に
呼応しながら，外国人にとっては一見理解し難い会計実務と法体系を会計基準として定式化して
いく起点となったということを，その現代的な意義として指摘し，本稿を閉じたいと思う。
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